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第１章 計画策定の背景・意義 

第１節 地球温暖化の現状 

第１項 温暖化の影響の深刻化 
近年、国内外で猛暑や豪雨などの自然災害が激甚化・頻発化しています。世界各地で観測史上最

高気温、最多降水量などが観測され、干ばつや海面水位の上昇、大規模な森林火災が発生していま

す。これは、地球温暖化の進行がその一因と考えられています。 

温暖化の影響は、生態系にも及んでおり、農作物の収穫や漁獲量の減少、生物多様性の損失、感

染症リスクの拡大などが懸念されています。  

表１ 気候変動による主な被害事例 

＜気温の上昇＞ 
 

 

 

 

 

 

カリフォルニア州においては、過去 80 年間
の世界最高気温 54.4℃を観測 

出典）IPCC 第６次報告書の政策決定者向け要約の概要（環境省） 

＜海氷面積の縮小＞ 

 

近年、春季から夏季にかけて海氷が急激に 
減少。海氷全体が薄くなっている 

出典）『おしえて!地球温暖化』（環境省） 
＜豪雨の頻発＞ 

 

 

 

 

 

 

令和２年７月豪雨では 
九州南部をはじめ多くの地点で観測史上１位

の降水量を記録し、甚大な被害が発生 
出典）福岡市 

＜台風の強大化＞ 
 

 

 

 

 
 

 
 

令和元年東日本台風では 
多数の堤防が決壊するなど、各地で甚大な 

浸水被害が発生 
出典）令和２年版 環境・循環型社会・生物多様性白書（環境省） 

＜海面水位の上昇＞ 
 

 

 

 

 
ツバルでは低地の水没が日常の風景となって
おり、水害被害等を受けやすい状態にある 

出典）COOL CHOICE 地球温暖化の現状（環境省） 

＜深刻な干ばつの発生＞ 
 

 

 

 
 

干ばつの⾧期化により 
様々な被害が生じている 

出典）STOP THE 温暖化 2017（環境省） 
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第１章 計画策定の背景・意義 

 

＜大規模な森林火災の発生＞ 

 
干ばつや猛暑などにより、森林火災が 

発生している 
出典）地球温暖化の影響・適応情報資料集（環境省） 

＜異常気象＞ 

 

米国コロラド州では 38.3℃を記録した 3 日後
に降雪が観測されている 

出典）令和 3 年版 環境・循環型社会・生物多様性白書（環境省） 
＜感染症リスクの拡大＞ 

 
マラリアやデング熱などの病気を 
媒介する蚊の生息域が北上し、 

被害が拡大する恐れがある 
出典）全国地球温暖化防止活動推進センター 

＜農作物の品質低下＞ 

 
 

強い日射や高温等により、 
着色不良、日焼け果等が発生 

出典）全国地球温暖化防止活動推進センター 

＜漁獲量の減少＞ 

 

 

日本海沿岸におけるスルメイカの漁獲量が
年々減少している 

出典）『おしえて!地球温暖化』（環境省） 

＜生物多様性の損失＞ 

 

 

海水の高水温によるサンゴの白化現象 
 

出典）国立環境研究所 

 

こうした将来世代にわたる影響への懸念から、「環境白書」（2020（令和２）年度版）では、

「人類や全ての生き物にとって生存基盤を揺るがす『気候危機』」と表現されました。 

2020 年（令和２）年 11 月には国会において、『気候非常事態宣言』が決議されました。 
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 地球温暖化のメカニズム 

地球は、太陽の光で温められています。

温められた地面から出る熱は、宇宙に放出

されますが、一部は二酸化炭素などの温室

効果ガスに吸収された後、再び地表に戻さ

れます。 

大気中の温室効果ガスの量が多くなる

と、熱が宇宙に放出されにくくなり、地球

の温度が段々上がってしまいます。 

この状態を地球温暖化といいます。 

 

 二酸化炭素が増加した原因 

 もともと炭素は、木や食物、生き物など、姿を変えながら、地球上で循環しています。 

 温暖化は、地下資源である石油や石炭の使用が増えたことで、この循環のバランスが 

崩れ、大気中の二酸化炭素が増加したことが原因となっています。 

 

 
    

 

～コラム～  地球温暖化 
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第１章 計画策定の背景・意義 

第２項 福岡市における気候変動の影響 

１ 気温の変化 

 気候変動の影響は福岡市にも及んでおり、市の年平均気温は、1891 年から 2020 年までの 

130 年間で約 3℃上昇しています。 

  2018（平成 30）年７月には 38.3℃と観測史上最高気温を記録しており、気温の上昇に伴 

い、熱中症のリスクも高まっています。 

  また、年間を通して夏はより暑くなり、冬は暖かくなっています。1927 年から 2020 年ま

での期間で、10 年間あたり、真夏日※、猛暑日※の日数はそれぞれ 1.1 日、熱帯夜※の日数は

4.7 日増加している一方、冬日※の日数は 4.9 日減少しています。 

さくらの開花日も、1953 年から 2020 年までの期間で、10 年間あたり 1.8 日早くなってい

ます。 
（※）  真夏日:日最高気温が 30℃以上の日 猛暑日:日最高気温が 35℃以上の日 

                            熱帯夜:夜間の最低気温が 25℃以上の日 冬日:日最低気温が 0℃未満の日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 年平均気温の経年変化（福岡市） 
出典）福岡管区気象台 九州・山口県の気候変動監視レポート 2020 

 

環境省から、地球温暖化対策をとら 

なかった場合の予測に基づいて作成さ 

れた「2100 年未来の天気予報」が示さ 

れています。 

この 2100 年未来の天気予報では、 

気温がこれまでの最高気温を大きく 

超える日が増え、超大型台風の来襲が 

当たり前になると予想しています。 

また、福岡では 41.9℃を記録し、 

熱中症などの暑さで亡くなる人の数も 

全国で１万５千人を超えると予想され 

ています。 

～コラム～  2100 年未来の天気予報 

出典）環境省 2100 年未来の天気予報 
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第１章 計画策定の背景・意義 

２ 大雨・短時間豪雨 

 近年雨の降り方が変化してきており、短時間に多量の雨が降るようになっています。福岡県にお

ける１時間降水量 50 ㎜以上の短時間大雨の年間発生回数は、1980 年前後と比較して、約 1.7 倍

に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 

 

   

３ 海面水温・海面水位 

 九州近海における年平均海面水温は、この 100 年間で 0.85℃から 1.30℃の範囲で上昇してい 

ます。 

また、博多湾の海面水位は、1985 年から 2020 年までの 35 年間で約 15 ㎝上昇しています。 

海水温の上昇により漁場が変化してきているほか、海面水位の上昇により、高潮などのリスク 

も懸念されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ １時間降水量 50 ㎜以上の年間発生回数の経年変化（福岡県） 

出典）福岡管区気象台 九州・山口県の気候変動監視レポート 2020 

出典）福岡管区気象台 九州・山口県の気候変動監視レポート 2020 

図３ 海域区分と 100 年あたりの海面水温上昇率（九州近海） 

＜統計期間:1966～2020 年＞ 

図４ 博多の潮位観測地点における海面水位平年差の推移 

出典）福岡管区気象台 九州・山口県の気候変動監視レポート 2020 
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第１章 計画策定の背景・意義 

第２節 気候変動対策に関する世界の動向 

第１項 気候変動対策の必要性 
国際的な枠組みの下、気候変動の将来見通しに関する科学的知見の集約がなされています。 

国連環境計画（UNEP）と世界気象機関（WMO）により設立された組織である国連機関「気  

候変動に関する政府間パネル（IPCC）」は、第 6 次評価報告書〔2021（令和３）年８月:第１作業

部会報告書、2022（令和４）年２月:第２作業部会報告書、2022（令和４）年４月:第３作業部会報告

書〕を公表し、人間の活動が地球温暖化に影響を及ぼしていることは疑う余地はないと示してい

ます。 

また、同報告書では、今後の温暖化について 5 つの排出シナリオが示され、 

世界の平均気温は、 

 どのシナリオにおいても少なくとも今世紀半ばまでは上昇を続ける 

 向こう数十年の間に二酸化炭素（CO2）及びその他の温室効果ガスの排出が大幅に 

  減少しない限り、21 世紀中に、地球温暖化は 1.5℃及び 2℃を超える 

として取組みを加速する必要性が示されています。 

 

 
 

 

 

 

 

 

シナリオ シナリオの概要 

① SSP5-8.5 
化石燃料依存型の発展の下で気候政策を導入しない、温室効果ガスの影響が高い

シナリオ。21 世紀末には、産業革命前で 5℃程度の気温上昇が見込まれる。 

② SSP3-7.0 
地域対立的な発展の下で気候政策を導入しない、温室効果ガスの影響が中くらい

～高いシナリオ。 

③ SSP2-4.5 

中くらいの発展を見込む条件下で気候政策を導入。2030 年までの各国が目標と
している温室効果ガスの排出削減量のほぼ上限にあたる。産業革命前を基準とする
21 世紀末までの気温上昇は約 2.7℃。 

④ SSP1-2.6 
持続可能な発展を見込む条件下で、産業革命前を基準とする気温上昇を 2℃未満に

抑える気候政策を導入。21 世紀後半に CO2 排出正味ゼロを達成する必要がある。 

⑤ SSP1-1.9 

持続可能な発展を見込む条件下で、産業革命前を基準とする 21 世紀末までの気
温上昇を概ね約 1.5℃以下に抑える気候政策を導入。21 世紀半ばに CO2 排出正味
ゼロを達成する必要がある。 
出典）IPCC 第 6 次評価報告書、参考資料（IPCC の概要や報告書で使用される表現等について） 

図５ 1850～1900 年を基準とした世界平均気温の変化 
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第１章 計画策定の背景・意義 

この平均気温の上昇がどの程度まで抑えられるかにより、気候変動への影響に大きな差がある

とされています。 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が 2018（平成 30）年に公表した「1.5℃特別報告書」

では、平均気温の上昇が産業革命以前と比べ２℃の場合では 1.5℃の場合よりも極端な熱波に頻

繁に晒される人口が約 4.2 億人増加することや、洪水のリスクが 170％増加することなどが示さ

れています。 

1.5℃への抑制は、持続可能な発展などを達成するための重要な指標となっています。 

 
 表２ 2.0℃と 1.5℃の主な影響の違い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 2.0℃の場合 1.5℃の場合 

気温 極端な熱波に頻繁に晒される人口が 1.5℃に 
比べ約 4.2 億人増加 

2100 年の 
海面上昇 

1.5℃に比べ 10cm 
高い 

26~77cm 

洪水 170%増加 100%増加 

サンゴ礁 99%消失 70~90%減少 

漁獲量 300 万 t 損失 150 万 t 損失 

 
IPCC 報告書は、各国 

政府から推薦された科学 

者により最新の科学的 

知見がとりまとめられた 

ものです。 

これまでの報告書（第 

１次～第６次）を通して、 

温暖化と人間活動の影響 

の関係についての表現が 

変化してきており、第 6 

次報告書では「疑う余地 

はない」との表現になっ 

ています。 

～コラム～ 温暖化と人間活動の影響の関係についての表現の変化 

出典）全国地球温暖化防止活動推進センター 

▲ IPCC 1.5℃特別報告書  

IPCC 報告書の変遷 

出典）環境省 IPCC「1.5℃特別報告書」の概要 
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第１章 計画策定の背景・意義 

第２項 緩和策と適応策 
気候変動への対策は、「緩和策」と「適応策」とに分けることができます。 

「緩和策」は、温暖化自体を抑制していくために、原因となっている温室効果ガスの排出量を削

減する、または植林などによって吸収量を増加させる対策です。 

「適応策」は、発生する温暖化の影響を回避・低減するために、リスクを評価し、備える対策 

です。 

過去に排出された温室効果ガスの大気中への蓄積により、「緩和策」の効果出現に⾧い時間がか

かるため、一定の温暖化は避けられないものとして、気候変動の影響に備える「適応策」が必要に

なります。 

このように、気候変動の対策は「緩和策」と「適応策」双方進めていくことが重要です。 

 
 

 
 

  図６ 緩和策と適応策 

出典）気候変動適応情報プラットフォーム 
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第１章 計画策定の背景・意義 

第３項 国際社会の動向 
温室効果ガス排出量の削減に向け、国際協調による地球温暖化対策の取組みが広がっています。 

1997（平成９）年に日本で開催された国連気候変動枠組条約第３回締約国会議（COP３）では、

温室効果ガス削減の数値目標の設定に関し、先進国に対する初の法的拘束力を持つ国際的な枠組み

である「京都議定書」が採択されました。 

これにより、先進国における温室効果ガスの大部分を占める二酸化炭素排出量は 2000 年代後半

に減少に転じました。 

しかしながら、世界全体の二酸化炭素排出量は新興国の経済成⾧に伴い、1990 年代と比較して

約 1.6 倍に増加しました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）資源エネルギー庁 日本のエネルギー エネルギーの今を知る 10 の質問 2020 年度版を一部加工 

図７ 世界の二酸化炭素排出量推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

         出典）資源エネルギー庁 日本のエネルギー エネルギーの今を知る 10 の質問 2021 年度版を一部加工 

図８ 排出国のシェア推移 

グラフの単位:％

中国
28.4

アメリカ
14.7

その他
32.7

EU28か国
9.4

インド
6.9ロシア

4.7

日本
3.2

中国
10.2

アメリカ
23.4

インド
2.6

EU28か国
19.6

ロシア
10.5

日本
5.1

その他
28.5

1990年

205億トン

2018年

335億トン
1.6倍

中国、インドが急増し、上位３か国で半分を占める
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第１章 計画策定の背景・意義 

 

そこで、2015（平成 27）年 12 月にフランスで開催された COP21 では、新興国を含む全て

の国が参加する初の国際的な枠組みである「パリ協定」が採択され、2020（令和２）年から運用

が開始されました。 

「パリ協定」においては、産業革命前からの地球の平均気温の上昇を 2℃よりも十分に下方に

保持し、1.5℃に抑える努力を追求していくことが掲げられるとともに、今世紀後半には脱炭素

（カーボンニュートラル）社会を実現することを目標としています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▲ パリ協定の採択 
出典）国連気候変動枠組条約事務局 HP 

 

省エネの取組みや太陽光発電な

どの再生可能エネルギー等の活用

により、温室効果ガスの排出量を

できるだけ減らし、最終的な排出

量と森林の保全などによる吸収量

を等しくして、プラスマイナスゼ

ロにすることです。 

 脱炭素に向けては、より多くの

温室効果ガスを削減する新たな技

術が必要とされており、研究や開

発が積極的に行なわれています。 

～コラム～  脱炭素（カーボンニュートラル）とは？ 

▲脱炭素（カーボンニュートラル）のイメージ 
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第１章 計画策定の背景・意義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

COP は、温室効果ガスを減らすことを目的とした

条約を結んでいる国が集まる会議のことです。 

1995（平成７）年から開かれており、世界の

国々が協力して地球温暖化対策に取り組むために、

各国の代表が集まって目標やルールについて話し合

いを行っています。 

令和３年 10～11 月には、英国・グラスゴーで第

26 回会議（COP26）が開催されました。 

COP26 では、今世紀半ばのカーボンニュートラル及びその経過点である 2030 年に 

向けて野心的な気候変動対策を行っていくことが確認されました。 

また、会議で決定した文書には、全ての国に対して、排出削減対策が講じられていない

石炭火力発電の逓減及び非効率な化石燃料補助金からのフェーズ・アウトを含む取組みを

加速すること、先進国に対して、2025 年までに途上国の適応支援のための資金を 2019

年比で最低２倍にすることを求める内容が盛り込まれました。 

～コラム～  COP（国連気候変動枠組条約締約国会議）について 

 

 SDGｓは、2015（平成 27）年９月の国連サミットで採択された、すべての人々にとっ

てよりよく、より持続可能な未来を築くための「17 の目標」のことです。 

「地球上の誰一人として取り残さない」ことをスローガンに、2030（令和 12）年まで

に貧困や不平等、気候変動、環境破壊、平和と公正など、私たちが直面するグローバルな

課題の解決をめざしています。 

 特に、気候変動に関するものとして、「気候変動に関する具体的な対策を行うこと 

（目標 13）」「クリーンなエネルギーの利用（目標７）」などが掲げられています。 

 

 

～コラム～  SDGs（持続可能な開発目標） 

出典）国際連合広報センター 

    出典）UNFCCC 事務局 HP 
▲ COP26 の様子 
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第１章 計画策定の背景・意義 

  第４項 世界各国の削減目標 
脱炭素が世界的な潮流となる中、世界各国が温室効果ガスの削減目標を掲げ、排出抑制の取組

みを進めています。 

ヨーロッパでは、EU や英国が従来の削減目標を引き上げ、新たな目標を掲げました。 

米国は、一旦パリ協定から離脱していましたが 2021 年に復帰し、2050 年までのカーボンニュ

ートラルを表明しました。また、中国は 2060 年、インドは 2070 年までのカーボンニュートラ

ルを表明しました。 

欧米諸国を中心に新型コロナウィルス感染拡大からの経済復興にあたって、気候変動対策を両 

立させる「グリーンリカバリー」政策のもとでエネルギー転換や電気自動車の導入が進められて

います。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）UNFCCC の各国排出量から福岡市にて作成 

表３ 主要各国の削減目標 

図９ カーボンニュートラル表明国・地域 
出典）経済産業省資料 日本のエネルギー（2022 年２月発行）   
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第１章 計画策定の背景・意義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

世界経済フォーラムの 18 歳から 35 歳までの世界の若者を対象とした調査によると、 

世界に影響を与えている最も深刻な問題は何かの設問に対して、「気候変動や自然破壊」と

の回答が約 49％で、最も多くなっています。 

2019 年 9 月にニューヨークで行われた国連気候行動サミットや同年 12 月にマドリード

で行われた COP25 では、スウェーデンのグレタ・トゥーンベリさんによる気候変動に対す

る危機感を訴えるスピーチが世界から大きな注目を集めました。グレタさんは、当時 15 歳

であった 2018 年 8 月にたった一人でスウェーデンの国会議事堂前で気候変動対策を求める

学校ストライキを始め、この取組みは SNS を通じて全世界に広まり、多くの若者に共感を

与えました。   

日本では、主に 1990 年代後半から 2000 年代生まれの「Z 世代」と言われる若者を中心

に、気候変動問題への関心が高まっています。 

～コラム～  気候変動問題に関する若者の動き 
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第１章 計画策定の背景・意義 

第３節 気候変動対策に関する国内の動向 

第１項 カーボンニュートラル宣言 

日本においても、2020（令和 2）年 10 月の首相所信表明演説において、これまでの目標を前

倒しし、カーボンニュートラルに向け「2050 年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロ」にする

ことが表明されました。 

そして、2021（令和 3）年 5 月に、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下、「地球温 

暖化対策推進法」といいます。）が改正され、基本理念として「2050 年までの脱炭素社会の実現」

が明記されました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方自治体においてもカーボンニュー

トラルをめざす「ゼロカーボンシティ」

を表明する自治体が増加しています。 

福岡市は、国の宣言よりも早い 2020

（令和 2）年 2 月に表明しています。こ

れは、政令市で５番目、県内２番目の表

明となっています。 

  

2050 年カーボンニュートラル宣言  

【2020（令和 2）年 10月】 

地球温暖化対策推進法改正 

【2021（令和 3）年 5 月】 

2050 年までの脱炭素社会の実現を明記 

出典）環境省「地方公共団体における 2050 年 
二酸化炭素排出実質ゼロ表明の状況」より作成 

 ▲ ゼロカーボンシティ自治体表明数の推移 

～コラム～  地方からの脱炭素社会の実現をめざす動き 
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第１章 計画策定の背景・意義 

第２項 国における計画の見直し 

１ 再生可能エネルギーの主力電源化 

 二酸化炭素を最も多く排出する発電事業では、化石燃料の使用を抑制し、太陽光や風力など 

の再生可能エネルギーへの転換を進めることが必要となっています。 

 2021（令和 3）年 10 月に、国のエネルギー政策の道筋を示す、「第６次エネルギー基本計 

画」が策定され、2030 年度の電源構成全体に占める再生可能エネルギーの割合は、第５次計画 

における 22～24％程度から、36～38％程度へと引き上げられました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）2030 年度におけるエネルギー⾧期需給見通しより作成 
（第６次エネルギー基本計画） 

 

図 10 再生可能エネルギーの電源構成に占める割合の変化 

 

日本の太陽光発電設備容量の集積の密度は、現在でも主要国で最も高く、平地面積あたり 

ではドイツの２倍以上となっています。 

福岡市の平地面積あたりの密度は、603kW/km2 です。 

  

 

 

～コラム～  太陽光発電設備容量の集積の密度 

出典）経済産業省総合エネルギー調査会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 
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第１章 計画策定の背景・意義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 新たな技術開発 

脱炭素社会の実現を目指すうえで、重要となってくるのが技術的革新（イノベーション）です。 

 2021（令和 3）年 6 月策定の、国の「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⾧戦 

略」では、洋上風力や自動車など成⾧が見込まれる 14 の分野における実行計画を策定し、高い 

目標を掲げて具体的な見通しが示されました。 

 遅くとも 2035 年までに、軽自動車を含む乗用車の新車販売を電気自動車（ＥＶ）やハイブ 

リッド車（ＨＶ）などの電動車に切り替えることなどが盛り込まれ、民間企業等の動きも加速し 

ています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

出典）2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⾧戦略 

図 11 グリーン成⾧戦略における成⾧が期待される 14 分野 

 

世界各国の電源構成は、国土地理的条件とエネルギー需要の規模などにより、様々な特徴が

あります。九州ではすでにスペインやイギリスと同水準の電源の非化石化が進んでいます。 

しかしながら、太陽光発電などの再生可能エネルギーには季節や天候などによる出力（発電

量）の変動が大きいという課題があり、再生可能エネルギーの拡大とともに、安定的な電力供

給には、この出力変動の調整が大変重要となっています。 

  

 

 

～コラム～  世界各国の電源構成 

※ 九州は九州電力の 
電源構成 

出典）資源エネルギー庁 日本のエネルギー エネルギーを知る 10 の質問 2021 年度版を一部加工 
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第１章 計画策定の背景・意義 

３ 国内の温室効果ガス削減目標の設定等 

  2021（令和 3）年 10 月に、国内の地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するための計 

 画である、「地球温暖化対策計画」が策定されました。 

  同計画では、地球温暖化対策の基本的考え方として、「脱炭素社会」「循環経済」「分散 

 型社会」への３つの移行により、持続可能で強靱な経済社会への「リデザイン（再設計）」 

 を進めていくことが示されています。 

   また、2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、これまでの温室効果ガス削減の目標を 

26%減（2013 年度比）から、46%減へと引き上げ、さらに 50%の高みに向け挑戦を続けて 

いくこととされました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）地球温暖化対策計画 概要を一部加工 

図 12 温室効果ガス削減量 

 

このほか、地域における脱炭素の推進として、先進的な取組みの地域づくりや、再生可能エ 

ネルギーの導入、グリーン×デジタルによるライフスタイルイノベーションをはじめとするさ 

まざまな重点対策を実施していくとされています。 
 

４ 最新の科学的知見を踏まえた適応策の拡充 

  今後も更に激甚化するおそれのある気象災害へ備えるため、2021（令和 3）年 10 月に、 

 「気候変動適応計画」が改定されました。 

  同計画では、2020（令和２）年 12 月に公表した気候変動影響評価報告書を勘案し、防災、 

 安全保障、農業、健康等の幅広い分野での適応策が拡充されています。 
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第１章 計画策定の背景・意義 

第４節 計画改定の趣旨 
福岡市では、2016（平成 28）年 12 月に、第四次となる「福岡市地球温暖化対策実行計画」を

策定し、これまで「低炭素のまちづくり」に向けて取り組んできましたが、こうした近年の猛暑や

豪雨などの気象災害の激甚化、パリ協定を契機とした国内外の潮流を踏まえ、脱炭素社会実現に向

けた取組みを積極的に推進するため、2014（平成 26）年６月に策定された「福岡市環境・エネル

ギー戦略」を統合した上で、「福岡市地球温暖化対策実行計画」の改定を行うこととしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 13 計画改定の経過 
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第２章 現況とこれまでの取組み

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第２章 現況とこれまでの取組み 
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第２章 現況とこれまでの取組み

第１節 福岡市の現況 

第１項 地域特性 

１ 都市の構造 

福岡市は大都市でありながら、豊かな自然が残る、自然を身近に感じられる都市です。脊振・ 

三郡山系などの市街地の背景となる山並み、そこから市街地にのびる森林、博多湾の島々や海 

岸線、山並みと博多湾を結ぶ河川、郊外に点在するため池や農地などが福岡市の自然を形成し 

ています。 

また、交通基盤のネットワークにより移動の円滑性が確保された「福岡型のコンパクトな都 

市」が実現しています。福岡市の成⾧のエンジンである都心部を中心に、都市の成⾧を推進す 

る活力創造拠点や、市民生活の核となる東部・南部・西部の広域拠点、地域拠点などに、拠点 

の特性に応じた多様な都市機能が集積し、市民活動の場が提供されています。 

 

  ２ 土地利用の状況 

都市的土地利用と自然的土地利用で約半分ずつとなっています。 

都市的土地利用では、住宅地の割合が最も高く、また工業地に比べ商業地の割合が約２倍と 

なっています。 

自然的土地利用では、山林の割合が最も高く、続いて農地となっています。なお、山林等の 

緑による二酸化炭素吸収は、約８万 t‐CO2（2020 年度時点）となっています。 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典）福岡市による調査（平成 29 年度） 

 図 14 福岡市における土地利用状況 
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第２章 現況とこれまでの取組み

３ 人口・世帯数 

福岡市の人口は、2020 年の国勢調査の人口で約 161 万 2 千人であり、5 年前と比べて 

 約 4.8％増加しています。今後の増加は緩やかとなり、2035 年をピークに減少することが 

見込まれています。 

また、世帯数は、約 83 万 1 千世帯であり、2040 年をピークに減少することが見込まれて 

います。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典）実績…国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 
推計…福岡市将来人口推計（2012 年度）に直近の実績値を加味した推計値 

図 15 福岡市の人口・世帯数の推移と推計 

４ 産業構造 

  福岡市は、小売業やサービス業等の第３次産業が中心の産業構造となっています。 

2016（平成 28）年では、約９割を占めています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）2016 年経済センサス‐活動調査 

図 16 福岡市の産業構造（事業者数） 
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５ 建築物 

2018（平成 30）年における、福岡市の集合住宅の割合は、78.7％（約 62.3 万戸）で、 

政令市の中で最も高くなっています。また、今後も集合住宅の割合は高まると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                  出典）住宅・土地統計調査（平成 30 年） 

図 17 政令市における集合住宅の割合 

 

 

６ 公共交通 

2017（平成 29）年の調査では、福岡市内の公共交通の利用割合が増加し、それまで増加傾

向であった自動車の利用割合が減少しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   出典）北部九州圏パーソントリップ調査 

図 18 福岡市における代表交通手段別の動き 
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第２章 現況とこれまでの取組み

第２項 温室効果ガス排出に関する傾向 

１ 温室効果ガス総排出量の内訳 

 福岡市における温室効果ガスの総排出量は 641 万 t‐CO2（2019 年度時点）となっていま 

す。 

温室効果ガスの種類別割合では約 89%が二酸化炭素の排出であり、電気、ガソリン等の使 

用に伴うものが約 66％となっています。 

二酸化炭素の排出部門別割合では、家庭部門が約 24%、業務部門が約 28%、自動車部門 

が約 32%で、これら 3 部門で約 84%を占めています。 

なお、温室効果ガスの種類別の割合は全国と同様の傾向ですが、排出部門別割合は、全国 

と比較して、産業部門の割合が低くなっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 福岡市における温室効果ガス排出の内訳 

 

 

 

 

  

出典）環境省確報値から福岡市にて作成 

【部門別の主な対象】 

家庭部門 戸建住宅、集合住宅 等 鉄道、船舶部門 旅客鉄道、貨物鉄道、国内船舶 等 

業務部門 商業、サービス、事務所 等 産業部門 製造業 等 

自動車部門 乗用車、バス、トラック 等 廃棄物部門 一般廃棄物、産業廃棄物  
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2  温室効果ガス総排出量の推移 

 福岡市における温室効果ガスの総排出量は、東日本大震災後の数年間、原発停止に伴う火力 

発電の増加により、一旦大きく増加しました。その後、原発の再稼働やエネルギー消費量の減 

少、再生可能エネルギーの拡大などにより 2013 年度をピークに減少しています。 
 

 

   

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

図 20 福岡市における温室効果ガス排出量の推移 
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 東日本大震災以降の原発の停止により、2012（平成 24）年度から、数年間大幅に

非化石エネルギー由来の電源が減少しました。その後、原発の再稼働、再生可能エネ

ルギー増加により非化石エネルギー由来電力の割合は 58%まで増加しています。 

出典）九州電力データブック・ファクトブックをもとに作成 

【参考】九州における電源構成の推移 
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 3 総エネルギー消費量の推移 

  福岡市における総エネルギー消費量は、2007（平成 19）年度をピークに減少傾向であり、 

直近の 2019（令和元）年度は、ピークに比べ約 18％減少しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 福岡市におけるエネルギー消費量の推移 
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J（ジュール）とは、エネルギーを表す 

単位のことで、1J は１W（ワット）の 

電力を１秒間流した時の電力量に相当 

するエネルギー量です。 

 

 

1GJ（ギガジュール）は 10 億 J のことで、例えば以下のエネルギー量に相当します。 

 

 

～コラム～  J（ジュール）、GJ（ギガジュール）とは？ 

抵
抗

電
池
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熱
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家庭用のドライヤーの使用（30 分間）を 
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家庭用冷蔵庫（2020 年製・400L 程度）を 

1 年間稼働する時のエネルギー量 
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 （１）家庭部門 

   福岡市の人口と世帯数はともに増加していますが、家庭部門の総エネルギー消費量は、 

2010（平成 22）年度をピークに減少しています。 

    減少要因としては、LED 照明の普及や、買替にあわせた省エネ型家電への移行、住宅用エ 

   ネルギーシステムの導入拡大等による住宅の新築・改築時の省エネ化の進展が考えられます。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 家庭部門のエネルギー消費量の推移 

（２）業務部門 

   福岡市域内の業務に利用されている建物も増加していますが、業務部門の総エネルギー 

消費量は、2007（平成 19）年度をピークに減少しています。 

    減少要因としては、更新にあわせた省エネ型機器への移行、建築物の新築・改築時の 

   省エネ化の進展が考えられます。 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 23 業務部門のエネルギー消費量の推移 
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 （３）自動車部門 

   福岡市の自動車部門の総エネルギー消費量は、年々減少してきていますが、近年は横ばい 

  傾向となっています。 

   燃費性能が向上している一方で、自動車の保有台数が増加していることが影響していると 

考えられます。 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 24 自動車部門のエネルギー消費量の推移 
 

 ４ 再生可能エネルギーの導入状況 

福岡市域の 2020（令和２）年度の再生可能エネルギー設備容量※は、24.0 万 kW です。 

固定価格買取（FIT）制度を活用した民間での太陽光発電設備の導入拡大により、発電 

規模は年々増加し、2020（令和２）年度は 15.7 万 kW と 2013（平成 25）年度の 6.5 万 kW 

の 2 倍以上に増加しています。 

また、再生可能エネルギーで発電された電力は、自家消費されるもののほか、多くが売電 

されており、電力市場を通じて全国で使用されています。この市外への売電による二酸化炭素 

排出削減の効果は、約 20 万 t‐CO2（2019 年度時点）程度と見込まれます。 
  

 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

図 25 福岡市域の再生可能エネルギー導入状況の推移 
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（１）住宅における太陽光発電設備の設置状況 
   主に家庭用で導入される発電容量が 10kW 未満の太陽光発電設備は、毎年度、新規設置が 

一定程度進んでいます。マンション等の共同住宅では微増程度であるものの、戸建て住宅に

おける設置件数は過去 10 年間で約 4 倍となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 26 福岡市域における 10kW 未満年間導入量・件数（新規）  図27 福岡市域における太陽光発電の設置されている住宅戸数 

 

 （２）大規模な太陽光発電設備の設置状況 

   主に売電が主目的となる発電容量が 10kW 以上の太陽光発電設備の導入は、大幅な減少 

  が続いています。その要因としては、売電価格の低下や出力制御による事業性の低下、新規 

立地に適した土地の減少が考えられます。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 28 福岡市域における 10kW 以上年間導入量・件数（新規）    図 29 九州内における出力制御の推移・見通し 
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第２節 福岡市のこれまでの取組み 

第１項 現行計画の取組状況 

１ 福岡市地球温暖化対策実行計画（第四次）の概要 

第四次福岡市地球温暖化対策実行計画（以下、「第四次実行計画」といいます。）は、2016 

（平成 28）年 12 月に、地球温暖化対策推進法に基づく法定計画かつ、「福岡市環境基本計画」 

の部門別計画として、策定した計画です。また、気候変動適応法に基づく適応計画としても 

位置付けられています。 
表４ 第四次実行計画の概要 

 

２ 福岡市環境・エネルギー戦略の概要 

 福岡市環境・エネルギー戦略（以下「環境・エネルギー戦略」といいます。）は、2014（平成 

26）年 6 月に、行政や市民、事業者など様々な主体がエネルギーを創り、賢く使う取組みを進め 

ていくためのエネルギー施策の方向性を定めた計画です。 

表５ 環境・エネルギー戦略の概要 
項 目 内 容 

策定年次 2014 年 6 月 
計画期間 2014 年度から 2030 年度 

数値目標 
再生可能エネルギーによる発電規模 40 万 kW 以上 

（市有施設、市内民間施設の合計） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 内 容 
策定年次 2016 年 12 月 
計画期間 2016 年度から 2030 年度 
基準年度 2013 年度 

目標年度 
中期目標（2030 年度）⇒ 温室効果ガス排出量 28％削減（2013 年度比） 
⾧期目標（2050 年度）⇒ 80％削減をめざす（2013 年度比） 

2030 年度 

(中期目標年度） 

2013 年度 

(基準年度) 

905 

652 

温室効果ガス排出量 

（万 t-CO2) 

28%削減 

再生可能エネルギー

発電規模（万 kW) 

11.1 
14.4 

40 

以上 

2012 年度 2016 年度 

（中期目標） 

2030 年度 

  (目標年度） 
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 基本理念 
 未来につなぐ低炭素のまちづくり 

（地球にやさしい暮らしと都市活動とが調和した発展をつづけるまち・ふくおか） 
  
 将来像 

 みんなが環境に 
やさしいまち 

エネルギーを創り、
賢く使うまち 

エコで快適に移動
できるまち 

資源を活かす循環
のまち 

温暖化によって増
えるおそれのある
災害につよいまち 

  
 めざす姿 

市
全
体 

まち全体に省エネ等
に関する情報が浸透
し、一人ひとりがエ
ネルギーを効率的に
利用するまち 

環境負荷の少ない 
多様なエネルギーの
活用と自律分散型の
エネルギーシステム
が整備されたまち 

環境負荷の少ない 
交通手段のネットワ
ークが構築され、 
快適に利用すること
ができるまち 

廃棄物の発生が抑
制され、資源が循
環利用されるまち 

暮らしの安全・安
心に関わる課題は
ほぼ克服した快適
なまち 

  

市
民
・
事
業
者 

日常的な省エネ 
行動が浸透 

環境と経済成⾧の
調和 

フロン類の適切な
管理 

多くの建物に太陽
光発電設置 

燃料電池，蓄電池
等の導入 

住宅・ビルのネッ
ト・ゼロ・エネル
ギー化 

EV、PHEV、FCV
等燃費性能に優れた
自動車への利用転換 

公共交通機関や自転
車の積極的利用 

都心部へのアクセス
性や回遊性の向上 

ものを大切にする
精神・文化が浸透 

事業活動の各段階
での発生抑制、 
適正な循環利用 

気候変動への適応
の必要性・方法等
の情報が浸透 

災害時のエネルギ
ー対策の推進 

  

地
域 

地域が一体となっ
て日常的に省エネ
行動を行う 

エネルギーを相互に
融通しエリア内で 
効率的に利用する 

公共交通や自転車
利用環境が整って
いる 

発生抑制・再使用
を中心とした３R
が促進されている 

自主防災組織設置
等共助の意識が 
共有されている 

  
 基本方針 
 緩和策 適応策 
 

家庭・業務部門の
省エネの促進 

再生可能エネルギ
ーやエネルギーマ
ネジメントシステ
ム等の導入・活用 

環境にやさしい 
交通体系の構築 

廃棄物の発生抑
制・再使用・再生

利用の推進 
気候変動への適応 

  
 
 

 1 世帯あたりの 
エネルギー消費量 

床面積あたりの 
エネルギー消費量 

再生可能エネルギ
ーによる発電規模 

１日あたりの鉄道
バス乗車人員 

新車販売台数に占
める EV、PHEV、
FCV の割合 

ごみ処理量  

 

図 30 第四次実行計画の施策体系と成果指標 

  

成果指標 
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２ 目標・成果指標の達成状況 

2019（令和元）年度時点の温室効果ガス削減量は、2013 年度比で 29％減となっています。 

これは、2030（令和 12）年度の目標である 28％減をすでに上回っています。 

成果指標についても、国の目標に準じている「新車販売台数に占める EV・PHEV・FCV※の割 

合」を除いて、概ね順調に推移しています。 
※EV:電気自動車、PHEV:プラグインハイブリッド自動車、FCV:燃料電池自動車 

 
表６ 第四次計画の目標値との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  目標や成果指標の達成状況や、これまでの取組み（P112～119 参照）から、部門ごと 

の総括を行いました。 
 

 

自
動
車 

再
エ
ネ 

廃
棄
物 

• 住宅、オフィスにおけるエネルギー効率の良い機器・設備の利用や、新築・
改装時の省エネ化・省エネ改修などの取組みの実践等により、単位あたり 
（１世帯、床面積）のエネルギー消費量は目標に対して順調に減少しました。 

• EV・PHEV・FCV 導入は、実績と目標値との乖離が大きくなっています。 
普及には充電インフラの充実、車体価格の低下、車種の増加等が重要と考えられます。 

• 通信販売の拡大による物流増を注視していく必要があります。 

• 太陽光発電を中心に導入が進み、全体の発電規模は年々増加しているもの
の、このうち規模の大きな太陽光発電は事業性の低下や適地の減少により、 
増加ペースが大きく鈍化しています。 

• 市民１人１日あたり及び１事業所あたりの量は減少傾向ですが、人口や 
事業所数が増加している中、総量としてはほぼ横ばいで推移しています。 

• 原発の再稼働や再生可能エネルギーの拡大、省エネの進展などにより、 
基準年度比約 29％（2019 年度時点）の減少となりました。 

• 家庭、業務部門は大幅に減少したが、自動車部門は横ばいであり、 
排出量のシェアが最も大きい部門となりました。 

業
務 

家
庭 

全
般 

初期値 現状値 第四次計画の目標値

2014年度 2019年度 2022年度
(進捗確認年度)

2030年度
(目標年度)

目標 温室効果ガス排出量削減割合
（2013年度比） ‐ ▲29% ‐ ▲28%

成果
指標

１世帯あたりの
エネルギー消費量（GJ/世帯）

27.8
（2013年度） 20.2 23.0 20.9

床面積あたりの
エネルギー消費量（GJ/㎡）

0.94
（2013年度） 0.78 0.82 0.73

再生可能エネルギー
による発電規模（kW) 15.7万 22.3万 30万

（2024年度） 40万

１日あたりの鉄道バス
乗車人員（人） 116万5千 131万 120万 －

新車販売台数に占める
EV・PHEV・FCVの割合（％） 1 1.1 15 20

ごみ処理量（トン） 57万 56.5万 54.1万※

（2025年度） 53.0万※

※循環のまち・ふくおか推進プランの目標値
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第３章 都市の将来像 
 

【チャレンジ目標】    

2040 年度 温室効果ガス排出量実質ゼロ 

「市域での温室効果ガス排出量」を「市外への貢献による削減量」と 
「吸収量」を合わせた量が上回っている状態をいいます。 

市域の排出量 ≦ 市外への削減貢献量、吸収量 
 

    市域での排出削減を進めるとともに、市外への貢献による削減の拡大、 
森林などによる吸収を組み合わせて実質的な排出量ゼロをめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
図 31 目標達成に向けたイメージ図 

 
 

  市域の温室効果ガス排出量の削減方策  

① 市外発電所での化石燃料の使用減、炭素回収による電源構成の変化 
② 市域でのカーボンフリーエネルギーへの利用転換 

（市域での再生可能エネルギー由来電力の積極的な使用や電化、水素利用など） 
③ 省エネルギーの推進 

（エネルギーの効率化や無駄なエネルギー消費の削減） 
  

 市外への温室効果ガス削減貢献量の拡大と吸収量確保の方策  

都市としての特性、これまで培った環境技術、都市間連携を踏まえた取組みの推進。 

ⅰ） 市民・事業者による環境にやさしい消費（エシカル消費） 
 ⅱ） 国際貢献 
 ⅲ） 再生可能エネルギーの市外への売電 
 ⅳ） 森づくりなどによる吸収              など 



 

39 

 

第３章 都市の将来像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エシカル消費とは、環境・人・社会・地域等に配慮した消費行動のことです。 

製品やサービスを選ぶときに、値段や便利さだけでなく、誰がどこで商品を作り店舗ま

でどのように運ばれてきたのか、自分が手に取るまでの過程を考えながら選ぶことが、 

エシカル消費の第一歩です。例えば… 

 

 地産地消 

 

 

 

 

 

 

 

 食品ロス 

 

 

～コラム～  エシカル消費がなぜ脱炭素につながるの？ 

地域で生産された農林水産物をその地域で消費しようとする取組みです。 

外国産のものは、飛行機や船での輸送に伴い多くの二酸化炭素を出してしまいますが、

地元産を選ぶと、二酸化炭素の削減だけでなく、新鮮な食材が手に入り、地元生産者の応

援にもなることから、地域経済の活性化にもつながります。 

▲ 鶏肉 1kg を輸送する際に排出する二酸化炭素の量 
出典）農林水産省のフードマイレージの考え方から福岡市で算出 

食品を作ったり運んだりする時に二酸化炭素が排出されるため、食品を無駄にしない

ことも二酸化炭素の削減になります。 

そのため、店舗で買い物するときは、食べきれる量だけ買う、すぐに食べる場合は、 

賞味・消費期限の近いものから買うことが大事です。 

食品ロスによる１世帯の年間の損失額は数万円とも言われています。 

食品ロスをしないことは、環境だけでなく、お財布にもやさしい取組みです。 

出典）環境省 食品ロスを減らすために私たちにできること 






